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［要旨］  

	 本研究は東京都荒川区政における、幸福度指標を用いて区民の幸福度の向上を図る政策

=GAH (Gross Arakawa Happiness)を取り上げ、その構築背景と変遷を分析、考察するこ

とにより新たな地方政治の可能性について議論することを目的とする。本論ではまず、荒

川区民総幸福度=GAHについて概説する。次に GAH構築の背景とその変遷ついて関係者

へのインタビューを交えつつ、分析と考察を行なう。その後、幸福度指標を用いた地方政

治の今後の可能性について議論を行なう。 
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第 1 章	 序論  
第 1 節	 研究背景  

	 過去 10年ほどの間、世界の経済学界を中心に「幸福度」に関する研究が活発に行なわれ

てきた。近年になってその注目度は一層高まりつつある。幸福の実態を明らかにし、国民

の生活の質を測定しようとする試みについては、振り返れば 70年代から様々な議論が存在

した。これらの議論は同時に GDPに固執した経済至上主義に対する懐疑と否定の議論であ

ったともいえる。70 年代にはウィリアム・ノードハウス1とジェームズ・ドービン2の二人

が NEW (Measure of economic welfare)という概念を提唱し GDPの見直しを試みた3。日

本国内においては朝日新聞が「くたばれ GNP」と称して GNP批判のコラムを全 18回に渡

り連載した。また NNW4 (Net National Welfare)、国民純福祉度という指標が計算された

こともある5。最近では頻繁に話題に上がるブータン王国の GNH6（Gross National 

Happiness）も公式の場で対外的に紹介されたのは 1976年、スリランカで開催された第 5

回非同盟諸国首脳会議後の記者会見においてだった。このように幸福度に関する議論はい

まに始まったものではないが、近年活発に研究が行なわれるのには先進国における幸福の

パラドックス7や環境問題の深刻化が背景としてある。 

	 これまで、幸福度指標といえば「国」単位で国民の幸福度を測定しその最大化に努めよ

うとするものが主流だった。しかし、近年では自治体や地域レベルにおける幸福度指標の

活用にも注目が集まっている。住民の生活に密接に関わる地域の活動にこそ、指標化によ

る幸福度の詳細な分析と政策への反映が必要だという認識が強まったためである。自治体

における幸福度指標の活用にはオーストラリア、ビクトリア州における CIV (Community 

Indicators Victoria) やアメリカ、シアトルにおける SAHI (The Seattle Area Happiness 

Initiative)などが挙げられる。また国内においても「幸せ経済社会研究所8」が平成 24年 9

月に行なった報告によれば少なくとも 22の自治体が幸福度の作成に取り組んでいる。 

	 では、このような幸福度指標の作成と活用は莫大な資金と時間を投資するだけの効果を

最終的に生み出し得るのか。これが本研究の主題である。具体的には、国内の自治体にお

ける幸福度指標を用いた政策の一つとして東京都荒川区政の GAHを取り上げ、GAHが荒

                                            
1 アメリカの経済学者。イェール大学教授。 
2 アメリカの経済学者。ドーピンの「q理論」で知られる。 
3 あたたかい地域社会を築くための指標（2010） p28 
4 同上 p20 
5 最終的には指標に対する批判が多発し自然消滅した。 
6 Gross National Happinessの略称。日本語訳は国民総幸福量。ブータン王国が活用する幸福度指標。 
7 １人当たり実質ＧＤＰの動き幸福度の動きが正の相関を示さない現象 
8	 「経済成長のジレンマ」についての研究を行い、その成果を国内外に発信することを目的として、	 

環境ジャーナリストの枝廣淳子氏が代表を務める有限会社イーズが設立した研究所。	 
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川区の現状とどのように適合し、将来的にどのような可能性を有しているのかを論じるこ

とを目的とする。荒川区政の GAH を選定した理由としては、1, 筆者自身が荒川区に住ん

でいるため、調査のし易さと地域での経験を活用できることを考慮した点、2, 荒川区が国

内の自治体でもいち早く幸福度指標を取り入れ、その研究が進んでいる点、また研究報告

書の閲覧が可能であり公式見解を参考にできる点、3, 研究期間が長いため、発足当時から

の変化を比較しやすく、研究の経緯を探ることができる点、主に以上の理由から荒川区政

における GAHを基礎自治体における幸福度指標活用の例として取り上げ、考察を行なう。 

 

第 2 節	 研究手法  

	 調査方法はGAH指標のシステム、発足の背景を明らかにするため荒川区自治総合研究所9

報告書における公式見解、各種統計、文献などの2次資料を用いる。加えて公式見解だけで

は踏み込みきれない部分や発足からの変化に関して研究所職員、区民の方へのインタビュ

ー調査を行なう。 

 

第 3 節	 幸福度指標  

	 経済学の標準的な考え方によれば、経済政策の目標は一人当たりの所得水準を向上させ

ることにある10。これまで、一人当たりの所得水準を表した GDPによって国の豊かさ、貧

しさは評価され現在でも一つの基準として広く用いられている。しかし、豊かさを測定す

る上で GDPには様々は問題がある。例えば、戦争、自殺、離婚、環境破壊のようなものは

人間の生活にとってマイナスの側面を孕んでいるがそこに金銭的支払いが生じれば GDP

にはプラスになる。また、単純な集計量である GDPは所得分配の公平性という要素を全く

考慮していない11。貧富の差に関わらずその総量で国の豊かさを評価する。 

	 このような問題点を踏まえ、GDPのみで国民の生活の質を評価することには限界がある

という立場から世界各国で新たな指標の作成が進められた。これら多面的な指標を組み合

わせて異なる視点から豊かさを評価、また個々人の幸福を地域、時系列で比較可能にした

ツールを総じて幸福度指標という12。 

 

 

                                            
9 GAHの研究を担当する荒川区の自治体シンクタンク。詳細は 4章に記載。 
10 あたたかい地域社会を築くための指標（2010） p25 
11 同上 p26 
12 幸福度に関する研究会報告	 内閣府経済社会総合研究所 (2011) 	 p1 
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第 2 章	 荒川区民総幸福度指標 GAH 

	 本章では東京都荒川区が活用する幸福度指標、荒川区民総幸福度指標＝GAH (Gross 

Arakawa Happiness)の構成と機能を概説する。 

 

第 1 節	 GAH	 概要  

	 荒川区民総幸福度指標＝GAHとは、東京都荒川区政が活用する幸福度指標であり、区民

の幸福の最大化を主目的とした基礎自治体における取り組みである。平成16年に荒川区の

区長に就任した西川太一郎氏によって提唱された概念であり、元々はブータンのGNHをモ

デルとしている。GAHは荒川区政の「区政は区民を幸せにするシステムである」という事

業領域を実現するためのツールとして位置づけられている。この事業領域は、物質的な豊

かさや経済効率を追求するだけではなく、区民一人ひとりが「幸福である」ということを

心から実感できることこそ、区政が果たすべき責務であるという西川氏の考え13を明示した

ものである。区政は何を目指すのか、区民の幸せのために真に求められているサービスと

はなにか、これらの問いを追求すべく区の現状把握と施策考案のツールとして活用される

のがGAHである。 

 

第２節	 体系  

	 GAH を理解する上で重要なのが、荒川区政が平成 19 年に制定した区が目指すべき将来

像、「幸福実感都市あらかわ」の概念である。「生涯健康都市」、「子育て教育都市」、「産業

革命都市」、「環境先進都市」、「文化創造都市」、「安心安全都市」の 6 つの都市像から構成

されており、GAH指標はこの 6つの柱に基づいて設定されている。図 1で示めすように「生

涯健康都市」には「健康・福祉指標」が、「子育て・教育都市」には「子育て・教育都市」

が対応する形になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
13 あたたかい地域社会を築くための指標（2010） p1 



 

 4 

図 1 

 

 

 

 

 

 

 

 
荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p3	 「6 つの都市像と荒川区民総幸福度指標

の関係性」を参考にイメージを作成。 

 

第３節	 指標  

	 GAHの目的は「幸福実感都市あらかわ」の体系に基づいた指標を用いて区民の幸福度の

測定を試み、得られたデータや知見を政策に反映させることである。GAHの指標は「幸福

実感指標」と「関連指標」によって構成される14。 

	 幸福実感指標とは区民の主観的な幸福度を把握するための指標であり、区民へのアンケ

ート調査によって抽出される。表 1 が平成 25 年 10 月に実施されたアンケート調査15で実

際に活用された指標の一覧である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                            
14 荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p4 
15 アンケート調査の詳細に関しては、本章第 5節で記す。 

幸福実感都市あらかわ
幸福実感度

健康・福祉指標

生涯健康都市

子育て・教育指標

子育て教育都市
産業指標

産業革新都市
環境指標

環境先進都市
文化指標

文化創造都市

安全・安心指標

安全安心都市
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表 1 
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荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p55	 「荒川区民総幸福度指標案一覧」を参考

に表を作成。 

 

	 幸福実感指標は、幸福や不幸の要因がどこにあるかを把握するために活用され、主観指

標のみで構成されている。これらの指標の多くは、先行研究等を参考にしながら区民の幸

福を構成する要因を分解していくという方法、また区に寄せられる区民の要望を指標化す

るという主に 2つの方法によって荒川区が独自に作成したものである16。 

	 関連指標とは、幸福実感指標に関連する様々な客観指標（一部、主観的な指標も含む）

のことであり、幸福実感指標で把握した区民の主観的な実感をさらに多面的かつ詳細に把

握するために活用される17。表 2が関連指標の一覧である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
16	 荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p5 
17 同上	 p6 
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表 2 
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荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	  
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第４節	 活用の展望  

	 GAHの体系と指標案について前述したが、指標を扱う上で重要なのは得られた結果をど

う活用するかということである。現状では荒川区がどのように幸福度指標を区政に反映さ

せるか、明確な答えがまだ出ていない。というのも、GAH が発案されたのが平成 17 年、

研究所が立ち上がり本格的な研究が始まったのが平成 21年であり、指標の研究には時間を

割いているものの、実際のアンケート調査が実施されたのは平成 25 年 10 月であり、現時

点で結果の集計が済んでいない。平成 24 年までは、荒川区政世論調査の一部として GAH

に関する質問を付け加えるという形で調査を行なってきたため、全指標を用いたデータが

得られていないのである。そのため、これまで指標を用いて区政の施策が打ち出されたと

いう実績はない。 

	 本節では、荒川区自治総合研究所が示す GAH の活用イメージについて、「荒川区民総幸

福度（GAH）に関する研究プロジェクト第二次中間報告書」、荒川区民総幸福度（GAH）

の活用方法案、p98から抜粋する。 

 

	 荒川区総幸福度（GAH）指標の活用に当たっては、まず、幸福実感指標や関連指標の分

析を行い、その結果から区民の幸福実感上の課題や地域において起きている課題を把握し、

関係者間で共有することが重要な役割となる。この課題を把握・共有する関係者には、行

政だけでなく、区に関係するあらゆる人や団体も含まれる。 

	 そして、その共有された課題を解決するためにはどのような政策・施策・事務事業や運

動を行なうかについての適切な意思決定を行なうためには、意思決定を支援する情報が十

分に存在することが重要となるが、その情報として荒川区民総幸福度（GAH）指標の分析

結果を活用していくことができると考えられる。 

	 つまり、荒川区民総幸福度（GAH）指標は、区民の不幸や不安の要因、地域における課

題などを、区に関係するあらゆる人や団体が把握・共有するツール、また、その課題解決

の意思決定を支援する情報を提供するツールとなりうる。このように、荒川区民総幸福度

（GAH）指標を「課題把握・共有、意思決定支援ツール」として活用し、政策・施策・事

務事業及び運動につなげていくということが、指標の活用に関する基本的な考え方となる。 
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第５節	 調査の現状  

	 GAHの調査にはこれまで二種類の形式が用いられている。平成 18年から平成 24年まで

は荒川区が毎年行なっている荒川区政世論調査18にGAHに関する質問項目を取り入れる形

で調査が行なわれた19。 

	 GAHに関する質問のみのアンケート調査が初めて行なわれたのは平成 25年 10月である。

標本抽出の方法は住民基本台帳に基づく層化 2 段無作為抽出であり、20 歳以上の 4000 人

の区民に対して郵送でアンケートを配布した。郵送及びインターネットを用いて回答する

ことができ約 5割の 2000人が回答済みである。アンケートの内容は本章 3節で示した指標

を基本としている。また、回答者の属性に関しても詳細に調査を行なったということ。調

査の集計は今年の 3 月頃をめどに区報で報告する予定であり、活用は 8 月頃を目標として

いる20。 

	  

第 6 節	 小括  

	 本章では、GAHの体系、具体的な指標案、活用の展望と調査方法について概説した。ま

だ指標の活用が始まっていないため、指標の評価をするのは困難であるが地域ユニットで

住民の幸福度を測定していく点が GAHの特徴として挙げられる。これまで幸福度指標とい

えば国単位で指標の作成に取り組み、国民全体の幸福度の測定を試みるものが多かった。

荒川区が研究を始めた当初にモデルとしていたブータンの GNH も国単位の取り組みであ

る。自治体における取り組みでは、GNHに見られるような対外的なブランディング効果は

あまり目的とされず、区の現状把握と政策立案のためのデータとして活用される側面がよ

り強くなる。 

	 また、荒川区自治総合研究所研究員の森田修康氏によれば、関連指標のような客観的指

標のみで幸福度を測るのではなく、主観的な指標を組み込んでいることも GAHの特徴とし

て挙げられるとのこと。過去日本が作成に取り組んだ福祉指標を研究した結果、主観的、

客観的指標を同時に活用することが適切であるという結果にたどり着いた21。 

 

 

 

 

                                            
18 荒川区民の意識や意向、意見、要望等を把握し区政運営に反映させるための基本資料を得る目的のもと
毎年行なわれている。 
19 荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p77 
20 荒川区自治総合研究所	 森田修康に対するインタビューより 
21 同上。 
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第 3 章	 GAH 構築の背景とその変遷  

	 本章では GAHがいかなる経緯で構想、構築され、どのようにその形を変えていったのか

を荒川区自治総合研究所が発行する「GAHに関する研究プロジェクト報告書」における公

式見解及び関係者へのインタビューから明らかにする。GAHへの理解を補助することを目

的として東京都荒川区の概要、GAHの提唱者である西川太一郎氏についても記載する。 

 

第 1 節	 東京都荒川区  

a ) 概要  

	 東京都荒川区は東京都 23区の北部に位置し、区の北東境を隅田川が流れ足立、墨田区と

接し、西部は北区及び文京区と連なり、南部は台東区に接している。総面積は 10.20 平方

メートル、23 区中 21 番目の広さである。荒川区は東西に長く、東北部を迂回して隅田川

が流れ、これに沿って東尾久、西尾久、町屋、荒川、南千住の各町が平坦に広がっている。 

 

 
資料：荒川区公式ホームページ	 「荒川区の地勢」より引用。 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：荒川区公式ホームページ	 「荒川区の地勢」より引用。 
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	 大正 2年に王電（現在の都電）が三ノ輪橋から飛鳥山下（現在の栄町）が開通し、昭和 7

年に南千住、三河島、尾久、西尾久の 4 つの町が 1 つとなり荒川区が誕生した。当時は東

京全区の中で一番人口が多い区であった。昭和 18年に人口は 35万人とピークを迎えるが、

昭和 20 年から終戦に至るまでの米国軍による空襲により区総面積の 45％が焼失し人口は

約 4 分の 1 にまで減少した。平成 21 年の調査では荒川区の人口は 20 万人強である22。世

帯数は平成 19年以降、9万世帯を超えている。全産業の事業所数が 12,000所で「製造業」

が全産業の事業所数の 4分の 1までを占める。外国人登録人口は 16,000人で対人口総数比

では、新宿区、港区についで第三位である。 

	  

b ) 財政  

	 財政力指数23の平成 23年度調査において、荒川区の指数は 0.31である。平成 16年の 0.29

から 17,18年とマイナスに転じ、その後は上昇傾向にあるものの東京 23区中最下位である。

23区の平均値も大きく下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：荒川区公式ホームページ	 「財政」より引用。 

 

                                            
22 荒川区公式ホームページ	 「世帯と人口」 
23 地方公共団体の財政力を示す指数。指数が 1に近く 1を超えるほど財源に余裕があることを示す。 
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資料：荒川区公式ホームページ	 「財政」より引用。 

 

第 2 節	 西川太一郎氏  

a ) 経歴  

	 西川太一郎氏は現荒川区長であり、荒川区自治総合研究所理事長を務める。平成 16年 11

月に荒川区長に就任し、同時に「区政は区民を幸せにするシステムである」という区政の

事業領域を設定、翌平成 17年に GAHを提唱した。 

	 西川氏は昭和17年に東京都荒川区に生まれる。早稲田大学商学部を卒業したのち、同大

学大学院商学研究科を単位取得中退している。昭和52年に東京都議会議員に初当選。都議

会自由民主党政調会長、自由民主党全国青年議員連盟会長などを歴任。平成5年、衆議院議

員に初当選を果たす。防衛政務次官（小渕、森内閣）、教育改革国民議会国会議員代表（森

内閣）、経済産業大臣政務官（森、小泉内閣）、経済産業福大臣（小泉内閣）を歴任した後、

平成16年に荒川区長に就任する24。 

 

b ) 区長立候補の経緯  

                                            
24 西川太一郎オフィシャルホームページ	 「経歴」より引用。 



 

 15 

	 平成15年の第43回衆議院議員総選挙において得票数3位で落選した時期と元荒川区長で

ある藤澤志光氏の汚職疑惑が発覚し、藤澤氏が辞職した時期が重なり、地元の人たちの後

押しを受けて立候補をするに至った25 

	 立候補に至る経緯から推測するに、西川氏は幸福度指標の活用に取り組むという目的を

もって区長に立候補したわけではないのだろう。衆議院選落選のタイミングと区長選のタ

イミングが合ったことが大きな理由にあるようだ。しかし、就任後すぐに荒川区における

事業領域を設定したことなどを考慮すると国会議員、都議会議員時代から行政が人々の生

活に密着できていないという問題意識を持っていたと考えることができる。 

 

第 3 節	 GAH の構築  

a ) 背景  

	 平成 16年に荒川区の区長に就任した西川氏は荒川区政の事業領域を「区政は区民を幸せ

にするためのシステムである」と定めた。これには区政という組織の目標を明確にし、職

員に対して方向性を示すことでサービスの向上を図る目的があった26。西川氏は著書、「あ

たたかい地域社会を築くための指標」の中で事業領域設定の背景を次のように記している。 

 

	 行政組織や大企業のように、比較的大きな組織が長い期間にわたって仕事を続けていく

と、いわゆる官僚主義、セクショナリズムなどの弊害が生まれてしまうことは、よく知ら

れています。区長に就任するにあたって私は、万が一にも荒川区という組織においては、

そうした問題に陥ることなく、常に納税者である区民の方を向き、区民のために仕事をす

べきという強い思いから、こうしたドメインを設定することといたしました。 

	 『あたたかい地域社会を築くための指標』、八千代出版	 p1 

 
	 この事業領域が設定された時点では西川氏は GAHの構想を持っていなかった。自身の政

界における経験から基礎自治体の役割が区民に寄り添い、共に幸福を考えることであると

いう思いがあり事業領域を設定するに至ったと思われる。GAHの概念が荒川区の職員に対

して正式に発表されたのは事業領域が設定されてから 1年後の平成 17年 11月、西川氏か

ら区職員に対する就任一年目のメッセージにおいてだった27。事業領域の設定から、GAH

の提唱までどのような経緯があったのか詳細にはわかっていない。しかし、幸福度指標と

の出会い、指標を区政に取り入れるという決意に至るまでを著書「あたたかい地域社会を

                                            
25 Wikipedia 「西川太一郎」 
26 同上（2010） p53 
27 あたたかい地域社会を築くための指標（2010） p117 
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築くための指標」で以下のように記している。 

 

	 様々な施策に日夜取り組み、区民の幸せとは何かを自問自答しておりますときに、ブー

タンの GNHについて書かれていた本に出会いました。ブータンという国は、経済的には豊

かな国とは言えません。しかしブータンの国王は、経済発展が必ずしも豊かさにはつなが

らないと考えていました。・・・・・・ 

我が国とは、国民の意識も経済事情もまったく異なるところでの話ですが、発想としては

素晴らしいものだと感銘を受けたことを今でもはっきりと記憶しています。そこで、早速

この GNHに関して、以前から何かとご助言いただいていた東京大学名誉教授の月尾先生に

ご相談したところ、ぜひ取り組むべきとのお話を頂戴し、さらに幸福を求めるよりも、当

面、「不幸だという人を減らすこと」が重要ではないかとんご指摘をいただきました。まさ

に私は「これだ」と思いました。私が漠然と考えていたことが先生のお話によって明確に

なった瞬間でした。 

	 『あたたかい地域社会を築くための指標』、八千代出版	 p53 

 

	 西川氏が区長に就任した平成 16年当時、ブータンは「幸せの国」として世界で認識され

始めていた。世界中から注目を集めていた GNHだけに目に触れる機会が頻繁にあったのか

もしれない。西川氏が区長に就任した 2004年頃の日本では、電話で身内を装い、金銭をだ

まし取るオレオレ詐欺や警察や弁護士を名乗り、複数人で詐欺を行なう劇団詐欺が多発し

た。また、政治家の年金未納が明らかになり、年金法案強行採決により国民の政治不信が

強まっていた頃でもある。金銭に執着するがゆえに事件や不祥事が起こる日本の状況下に

おいて、ブータンが提唱する包括的な幸福の概念は日本を少しずつでも変えていく礎にな

ると考えたのかもしれない。 

 

b ) プロジェクト・チームの発足から研究所の設立まで  

	 平成 17年に GAH取り組みへの意向が発表されると同時に庁内にプロジェクト・チーム

が立ち上げられた。このプロジェクト・チームは区の総務企画課に設けられ、幸福という

極めて主観的で漠然とした概念を扱うにあたり、当初は幸福の定義、幸福の概念のみを取

り入れるのか、もしくは指標化を行なうのか、区の施策との関係、行政評価との関係など

が議論された。この時点では、GAHの方向性は決まっておらず指標化を視野には入れてい

たものの手法を模索する段階に過ぎなかった。そのため、当時の GAHは区政のスローガン

としての役割が大きかった。また、スローガンと言っても「GAH」、「幸福」という言葉の
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インパクトだけが一人歩きし、実際にどのような試みなのか理解できない職員が多かった28。

そんな中、プロジェクト・チームでの議論は続くが結論から言えば議論はまとまらなかっ

た。幸福という尺度があまりにも多様な価値観の上に成り立っていて、当時プロジェクト

に関わっていた数人の職員だけではとても方向性を定められるものではなかったのだ。そ

のため、この時は荒川区政世論調査において GAHに関するアンケートを設けることで一旦

議論は落ち着いてしまう。その後、2, 3年は実質 GAHに関する議論が行なわれることはな

かった。平成 21 年 10 月、区の委託を受け、専門的な調査研究を行なう財団法人として荒

川区自治総合研究所が設立されたことにより幸福の議論は再開される。地方分権の流れと

区民のライフスタイルの多様化に伴い、基礎自治体が独自の政策を立案していく力を身に

つけなければならないという示唆のもと、自由に「あるべき論」を話し合うことが難しい

区役所内ではなく、独立した研究所を立ち上げて研究をすることに踏み切ったという29。 

 

c ) 研究所設立以降  

	 当初、研究所の職員は二名で現在の研究所副所長である長田七海氏と研究員の森田修康

氏である。この二人が研究所設立から GAHの議論を中心で進めてきた。始めは哲学的な議

論を試みたが結論が出ることはなく、ここで指標作成に関しての方向転換が行なわれたと

考えられる。行政としてどのようにして活用できるのかという議論が持ち上がり、指標の

作成をメインで進めていくことが決定した。研究所設立後は、研究所を含め主に 4 つの機

関が中心となり GAHの研究から指標の作成までを担当した。この 4つの機関については次

章で報告を行なう。約 4 年の歳月を経て GAH の指標は完成し、平成 25 年 10 月に初めて

指標を用いた区民調査が行なわれることとなった。現在、研究所が発行する GAHに関する

報告書は第 2次まで出版されており、次の 3次報告書で一旦終了するとみられている30。 

 

第 4 章	 研究機関  

	 GAHには荒川区自治総合研究所の設立から現在に至るまで主に 4つの機関がその研究に

関わってきた。本章ではそれぞれの組織について設立の経緯と目的を解説するとともに、

研究所設立以降どのように GAHに関する取り組みがなされてきたのかを解説する。 

 

第 1 節	 公益財団法人  荒川区自治総合研究所  

	 平成 21年 10月に自治体シンクタンクとして設立された。GAH全体を取り仕切る立場に

                                            
28 荒川区総務企画部	 中野猛さんのインタビューより。 
29 荒川区自治総合研究所	 森田修康さんのインタビューより 
30 荒川区総務企画部	 中野猛さんのインタビューより。 
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あり、プロジェクトの進捗管理を行なう機関。また、幸福度指標に関する先行研究、他の

自治体における取り組みの調査など GAH に関わるあらゆる情報の収集を行なう機関でも

ある。荒川区自治総合研究所は GAH を含め 4 つの研究領域を持ち、日々活動している。

GAHに関する研究の比重は約 5割であるという31。それ以外に「地域力、コミュニティ力」

の研究、「親亡き後問題」の研究、「CSと職員のモチベーション」に関する研究がされてお

り、それぞれ比重は約 2割ずつである。現在のメンバーは区役所から派遣されている職員 4

人（常勤）と研究所で採用しているプロパー社員（非常勤）によって構成されている。常

勤の職員は区からの出向という形で人事異動によって派遣される場合に加えて、公募によ

って募集されることもある。非常勤の職員は大学で博士課程に在籍していることが主で週

に 3、4回働いている。研究所には年間約 2000万の補助金が区から人件費が投入されてい

る。 

 

第 2 節 GAH に関するワーキンググループ  

	 若手職員を中心とした研究機関であり、現場職員の視点から実質的な議論を行なうこと

を目的としている。GAHに関する検討、議論を中心で行なうグループ。研究所発足当時か

ら月に約 2回議論を行い、これまでに 100回を超える議論を重ねてきたという32。荒川区の

事務職、保険師、保育士、建築職、土木職など専門分野を持った 30歳前後の若手職員が一

本釣りされ、メンバーが構成されている。研究所職員以外のメンバーは以下の通りである。 

 

堀 裕美子（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 

浦田 寛士（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 

二神 常爾（荒川区総務企画部区政調査専門員） 

宇都山智幸（荒川区管理部営繕課調整担当） 

柴田 健（荒川区管理部営繕課技術管理担当） 

榎本 誠一（荒川区福祉部障害者福祉課心身障害者福祉センター） 

中嶋 里美（荒川区子育て支援部保育課第二東日暮里保育園） 

宮﨑 信介（荒川区防災都市づくり部道路課設計係） 

髙松 紀子（荒川区教育委員会事務局社会教育課社会教育事業係） 

 
荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p165より引用。 

                                            
31 荒川区自治総合研究所	 森田修康さんのインタビューより 
32 同上 
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第 3 節 GAH に関する研究会  

	 荒川区民総幸福度に関する研究会は調査研究をより専門的な視点から議論できるよう設

置された機関。客員研究員には、社会倫理学、産業組織論、社会心理学、経済学などの学

識研究者が名を連ねている。活動頻度は年間 4~5 回程度で、研究所、ワーキンググループ

が議論を行なった結果を報告し、研究会が専門的な視点から議論を深めるというシステム

である。研究会における研究所職員以外のメンバーは以下の通りである。 

 

阿久戸光晴（学校法人聖学院理事長・聖学院大学学長） 

坂田 一郎 （東京大学教授） 

白石 賢 （首都大学東京教授） 

白石小百合 （横浜市立大学教授） 

南 隆男 （帝京大学教授） 

藁谷 友紀 （早稲田大学理事・教授、荒川区自治総合研究所理事） 

髙橋 利行 （早稲田大学教育・科学総合学術院客員研究員） 

西川太一郎 （荒川区長、荒川区自治総合研究所理事長） 

北川 嘉昭 （荒川区総務企画部長） 

高梨 博和 （荒川区区民生活部長） 

五味 智子 （荒川区総務企画部担当部長） 

片岡 孝 （荒川区総務企画部企画担当課長） 

 
荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p164より引用。 

 

第 4 節 GAH に関するプロジェクト・チーム  

	 GAH指標が、実際の政策や施策の改善につながっていくよう、既存の政策がいかに GAH

指標と関連しているかの検討を行なうことを目的としている。前述したワーキンググルー

プの分派のような組織であり、ワーキンググループとは異なる職員を選抜し議論を行なっ

ていた。現在、活動は行なわれていない。研究所職員以外の所属メンバーは以下の通りで

ある。 

 

中野 猛（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 

後藤 誠（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 

前田 亮（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 

森藤 庄司（荒川区総務企画部総務企画課企画係） 
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齊藤 彩子（荒川区管理部経理課管財用地係） 

赤坂 剛（荒川区管理部営繕課営繕第一係） 

時田 香織（荒川区区民生活部区民課施設管理係） 

町田 美幸（荒川区区民生活部文化交流推進課男女平等推進センター） 

小幡 順一（荒川区産業経済部産業振興課管理係） 

齋藤 邦彦（荒川区環境清掃部環境課環境推進係） 

辻 夏希（荒川区健康部生活衛生課食品衛生係） 

西谷 浩美（荒川区子育て支援部子育て支援課管理調整係） 

加藤健太郎（荒川区防災都市づくり部建築課構造・設備審査係） 

八頭司 篤（荒川区防災都市づくり部道路課測量係） 

稲田奈津子（荒川区防災都市づくり部道路課設計係） 

 
荒川区民総幸福度に関する研究プロジェクト第二次中間報告書	 (2012)	 p166より引用。 
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第 5 章	 GAH をめぐるインタビュー調査  

	 ここまで、GAHの概説及び構築の背景とその変遷について辿ってきた。本章においては

荒川区の GAHに関わってきた人々をいくつかの立場から選定して、2014年 1月に実施イ

ンタビューの要点をまとめた。以下の 2人の方のインタビューを掲載する。 

 

・ 森田	 修康さん／公益財団法人 荒川区自治総合研究所	 研究員 

・ 中野	 猛さん／荒川区	 総務企画部	 総務企画課	 職員 

 

第 1 節	 森田	 修康さん／公益財団法人  荒川区自治総合研究所	 研究員  

	 森田修康さんは、荒川区自治総合研究所の設立から研究員として GAHの研究に携わって

おり、これまで GAHの舵取りを行なってきた人物である。 

 

・GAHの発足について 

	 はじめに、なぜ西川区長は GAHを発足するに至ったのか、当時の状況も含めてお話頂い

た。西川区長は区長就任以前に都議会議員、衆議院議員を務めており、その経験から国や

都道府県は経済政策や条例、法律を定めることによってより多くの人の生活に関わること

ができるが、国民一人一人の幸せを考えられるかというと必ずしもそうではないと感じた

という。一人一人の幸福を親身になって考えることこそ基礎自治体の役目であり、徹底す

るべきであるという強い思いがあったからこそ「幸福」という言葉がキーワードになった。

また、森田氏は発足において当時の日本の状況が少なからず影響しているのではないかと

話す。不況や腐敗といった暗いイメージが強かった当時の状況を打開すべく新たな政策の

考案に踏み切ったとのこと。ただ、当時は現在のように指標化をして幸福度を計るという

よりも「区政は区民を幸せにするためのシステムである」というドメインに基づくスロー

ガンのようなものであった。 

 

・ 発足当時の職員の反応 

	 発足以後、職員に対してどのように新たな試みを周知させ、また職員はどのように受け

止めたのかを伺った。荒川区の事業領域を定めた西川区長は職員一人一人に自ら手紙を送

り、新たな目標の決定を報告した。また、区役所の至るところに事業領域を張りつけ、職

員荒川区が目指す方向性を示したという。当時は目標を明確にするためのスローガンとし

ての側面が強かった。事業領域や目標を掲げることはよくあることだが「幸福」というキ

ーワードはそれまでのものに比べインパクトの強いものとして認識されたと話す。 
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・ 反対派の有無について 

	 幸福度指標の作成と活用には、膨大な労力と費用がかかる。基礎自治体として前例がな

い取り組みを区民はどう捉えているのか、反対派の意見はないのかを伺った。職員の中に

反対の声はないが、区民から反対意見や抗議の電話を受けることはあるという。その内容

の多くは、「GAH のような曖昧なもののために税金を使うのは理解できない」という類い

のもの。職員はその都度、GAH の意義について説明し納得してもらえるよう努めている。

また、これまでの研究調査を説明することで納得してもらえることも多いという。 

 

・職員への意識改革、区民への認知度向上に対する施策に関して 

	 ブータンにおける GNHは指標の分析と同時に国全体の方向性を明示し、国民の愛国心を

高めるという役割も果たしている。GAHに関しても、荒川区が独自の取り組みをしている

という事実を多くの人が知ることは意義のあることだと思う。その点に関して現在打ち出

している施策をお聞きした。まず、職員の意識改革に関してはワーキンググループにさま

ざまな分野の職員を選出することによって、それぞれの持ち場においても良い影響を与え

ることを期待しているという。また、区民への認知度向上に関しては GAH推進リーダー33

を約60人選出し、それぞれの団体においてGAHの周知と取り組みへの協力を促している。

また、職員が直接町会などに出向き取り組みを解説することもあるという。その他にわか

りやすいパンフレットの作成や荒川ビジネスカレッジ34で事例を取り上げることでも認知

度の向上を計っている。 

 

第 2 節	 中野	 猛	 さん／荒川区総務企画部	 総務企画課	 企画係長  

	 中野猛さんは現在、区役所の総務企画部で働かれており研究所と連携をして GAH指標を

どのように区政の仕事に活かしていくかを検討している。総務企画部は研究に直接的に関

わる機会は少ないが、研究所設立以前は GAH関連の仕事を請け負っていた部署であり、現

在は研究所と区役所を繋ぐ役割を果たしている。研究所と区、双方の状況を理解されてい

る立場の方としてインタビューを行なった。 

 

                                            
33 平成 25年 5月に第一回 GAH推進リーダー会議が開催された。この会議は健康･福祉、子育て・教育、
産業、環境、コミュニティ・文化、安全・安心など幅広い分野で活動する人材を集め日頃の活動を通じた

GAH の取り組みについて議論をする場である。	 
34	 荒川区職員ビジネスカレッジという組織内大学。自治体経営に必要な専門知識等を習得	 

するとともに、より広範な視野で社会情勢を把握できるよう、職員の意識改革と資質の向上を図り、区政

の中核を担う職員を育成することを目的としている。	 
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・GAHとの関わりについて 

	 まず、区の職員という立場でどのように GAHを関わっているのかをお聞きした。直接的

に研究に参加することはないが、ワーキンググループに同じ課の若手職員が選抜され、参

加しているため間接的にはどのような研究、議論をしているのか耳にすることはあるとい

う。また、いまは研究所が調査した結果の報告を受けて、どのように区の施策に活かすの

かを検討しなければいけない時期にきていると話す。どのような検討がなされているのか

をお聞きすると、「現状はというと…正直、悩んでますよ。」と話されていた。 

 

・活用に関してどのような案が出ているのか 

	 GAH指標の活用の具体的な見通しについて伺った。今は GAHとは切り離した考え方と

して、区の為すべき仕事を職員がどの程度達成できているかを検証する行政評価にも取り

組んでいる。GAHの一つの活用方法として考えているのが、この行政評価と主観的幸福実

感を組み合わせることによって区の仕事の成果をより正確に評価することだという。定量

的調査だけではブラックボックスになってしまうような領域を GAH の幸福実感指標を活

用し、把握していくのが一つの活用方法として検討されている。GAHの活用について特に

難しいのは、研究所が幸福とはなにかという哲学的な議論をしている中、区としてはすで

に動いている既存の業務と GAH をどう組み合わせるかを考えなければいけないという点

であるという。「幸福の研究は後追いなわけで、先進的な試みに大いに期待を持っています

が、GAH指標をうまく区の業務と結びつけて活用できるのかということについては正直わ

からないです。ただ、これの検証に関しては全国でも前例がないだけに時間がかかります

ね。」 

 

・GAHによる区の仕事や職員への影響 

	 職員の意識改革にはかなり影響があるという。これまでも組織目標は存在したが区のト

ップが全職員に対して事業領域のような方向性を示すことは中野さんが知る限りでは初め

てだそうだ。また、ワーキンググループを通して若手職員が議論の場に参加することで区

民の幸福について考える習慣が徐々についてきていると話す。具体的な変化や成果につい

ては目に見えるものを示すことができる段階ではないが変化を感じることはできるという。

また、昨年から「幸せリーグ」を設立して、全国の 60弱の自治体を集めて、自治体連合と

して年に 2,3 回集まり幸福に関する議論をしている。このように他の自治体に問題提起し、

荒川区だけではなく全国に対して新たな視点を導入するきっかけをつくることができてい

ることは意味のあることだと考えられている。 
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・ GAHが発案された当時の状況 

	 GAHが区長から発表された当時、その発案をどのように受け止め、その考えがどのよう

に変化していったのかをお聞きした。「当時、私は違う部署にいましたが初めて聞いた時は

なにをするのか検討がつかなかったですね。漠然と幸せを研究するのかというイメージで

すから最初はなぜ区が哲学的な研究をする必要があるのかと、否定的な見方もしていまし

たね。」と振り返る。同じように否定的な考えを持っていた人も周りにはいたようだ。発案

当初は研究に関わる職員自体が少なく、数人の職員だけだったので、研究が始まっても自

らの仕事とどう結びつくのかわからなかったという。平成 21年に自治総合研究所を設立し

てから少しずつ職員の間で認識されるようになった。  

 

・GAHのデメリット 

	 「んー、あんまり言いたくはないですけどやはりお金はかかりますよね。研究にしても、

区民の人たちの意識調査をするにも研究に取り組む以前はかからなかったお金がかかって

しまいます。そのため、調査をしただけということになってしまうと税金を無駄にしたこ

とになります。」将来的にデータを活かして、どれだけ高いサービスを提供することができ

るか、プレッシャーを感じていると話されていた。 

 

・将来的な可能性について 

	 GAH の将来的な可能性についてどう感じられているのかをお聞きした。「荒川区の仕事

全体の無駄を省いて、力を入れなければいけないところには力を入れていく。これが実現

できることを強く願っていますし、GAH指標がその役割を担ってくれることを期待してい

ます。」区の仕事はこれまで以上に負担が増え、人手が足りていない状況。区の仕事の交通

整理ができるようになることが中野さんの立場としては期待したい部分であるという。 

 

第 4 節	 小活  

	 GAHのような幸福度指標は「幸福」というフレーズが興味を惹くが、実際には区の仕事

を単に体系化しただけなのではないのかという疑問があった。インタビューを通して、GAH

には区が活用するツールとしての役割が強いことを再認識した。その上で、「幸福」という

概念の必要性について考えてみると区民の主観的な意見や要望の総称として「幸福」とい

う言葉が使われていることが推測できる。価値観が多様化する現代社会だからこそ、これ

までのように一定の基準を設けた客観的な指標で人々の生活を評価するのではなく、住民

一人一人の声を拾い上げる必要性があるのかもしれない。 

	 また、お二人共通の意見としては GAHへの期待は大きいものの、その活用方法が明確に
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定まっていないため、将来的な可能性には少なからず不安を持っているということが挙げ

られると思う。GAHの研究はこれまで主に研究所が担ってきたが、指標が完成し調査が行

なわれたことによって来年度からは区とどのように連携していくかの検討が始まる。平成

26年は GAHの新たなスタートの年でもある。 
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第 6 章	 結論  

	 ここまでの論によって基礎自治体における幸福度指標としての GAH、その構築背景と変

遷について明らかにしてきた。本章では序論で提示した本研究の主題、すなわち GAHが区

の現状とどのように適合し、将来的にどのような可能性を有しているのかを論じる。 

 

議論のまとめと今後の可能性  

	 調査を通して、GAHは区民の幸福度を高める目的以外にいくつかの役割を期待されてい

るということが明らかになった。筆者はその役割を大きく 2 つに分類することができると

考える。1つは、区の経営資源の最適配分を目的とした分析ツールとしての役割である。住

民のライフスタイルの多様化により、過去に類を見ないさまざまな課題が浮き彫りになる

中で、地域コミュニティは希薄化の一途をたどり不満の矛先が区政に向けられることは少

なくない。解決すべき課題を正確に判断し、しかるべき政策に区の財源を注ぎ、実行して

いかなければならない。GAH 指標を用いてこれまでの行政評価や世論調査に加え、「主観

的幸福実感」という新たな視点でデータを収集することによって政策の無駄を軽減し、効

率的な区政運営を展開することが可能になる。3章第 1節で示したように荒川区は 23区の

中でも決して財政力が強いわけではない。荒川区のような財政に余裕がない自治体でこそ

効率化を図ることが重要である。 

	 もう一方は意識改革の側面である。荒川区総務企画部、中野猛さんのインタビューでも

あるように、区政のサービスにおける軸が定まり一定の基準が設けられたことによって職

員の意識は変わってきていると考える。指標化によって地域の現状を分析することは重要

だが、同様に目指すべきものを多くの人が共有することには大きな意味がある。70 年代に

幸福度指標の概念を提唱したブータンでは年月を経て、国が目指すべき将来像が国民に浸

透しているという。ブータンにおいて一年間首相フェローの役職に従事した御手洗瑞子氏

は自身の著書、「ブータン、これでいいのだ」において GNHの役割を次のように記してい

る。 

 

	 （GAHに関して）重要なのは国内への効果であるように思います。おそらくブータン人

の多くは、GNHを上げるためにどんな政策が取られているのかなど知らないでしょう。し

かし、GNHをもとにした具体的な施策という実質的なものよりむしろ、GNHというビジョ

ンを掲げることにより、ブータンの国民一人ひとりが誇りと自信を持っていられるという

効果です。ブータンの人は、自分たちの国がなにを目指しているのかをよくわかっていま

す。そして強い誇りを持っています。 

	 『ブータン、これでいいのだ』、新潮社、p196 



 

 27 

	 GNHは国単位の取り組みであり、内政干渉をさける、各国からの支援を受けやすくする

という目的から対外的なブランディング効果を狙っている側面がある。GAHにおいても、

区民一人一人の活動がどのように区の取り組みと連動し幸福度を高めているのかがわかる

ことが重要だ。荒川区では下町文化が浸透し、商店街のイベントやお祭りなどの行事も頻

繁に行なわれている。商店街が多い町屋地区では区民同士のつながりが特に強く、ボラン

ティアなども盛んである。GAHの理念をより多くの区民が理解することで、GAHを軸とし

て、区と区民が協同して地域の幸福度を向上させていていくことが可能になる。GAHは現

時点で指標を活用する段階には達していないが、その試み自体が区民に影響を与え変化を

もたらした例がいくつかある。NPO法人「あらかわニューウイングはばたき35」で代表を

務める仮名Wさんは荒川職員ビジネスカレッジでGAHの存在を知って以来、一人一人の行

動の集約が荒川区の幸福度を高めていくという考えのもと、NPOの活動に加えボランティ

ア活動にも積極的に取り組まれている。また、GAHの取り組みについて区民に知ってもら

おうと地域の学園祭でGAHを紹介したり、GAHの理念を綴った手帳をつくらないかと研究

所に提案を行なっているという。 

	 また、筆者は研究の一貫として荒川区町屋で診療所の所長をしている仮名 K さんが開く

コミュニティカフェ、あらかわカフェ36のイベントである映画鑑賞会に参加した。上映され

た映画は岐阜県恵那市を舞台に都会に住む息子が里帰りして、家族や地元の人たちと交流

をする様子を描いた「ふるさとがえり37」という映画だ。当日は前もって用意された約 40

席が満席になった。参加者の半数が荒川区在住の方たちで観賞後は地域について話し合う

ワークショップが約 1 時間開かれた。あらかわカフェの活動には研究所の職員も頻繁に出

席しているという。 

	 このように区民が荒川区の方向性を理解し、それに共感すれば自主的に取り組みが始ま

る可能性は高い。一つ一つの取り組みが区全体の幸福度を高めていく。地域での活動が盛

んになればコミュニティの希薄化問題を解決する助けにもなりえるだろう。 

	 将来的に GAH が発展していくために解決が必要な課題としては若者との関わりが挙げ

られる。これまで行なわれた世論調査において若者の回答率が圧倒的に低く、GAHの存在

を知っている人も少ない38。GAH が荒川区の「区政は区民を幸せにするためのシステムで

                                            
35 荒川区で活動を展開するボランティア団体 
36 普段病院にかからない一般の方がどのようなことに関心があり、健康についてどう考えているのかを知
ることがコンセプト。医学の知識を地元の方々と共有する場。 
37 恵那市民とものがたり法人 Fireworksとが協力して制作し、全国で上映会が開かれている。 
 
38 荒川区自治総合研究所	 森田修康さんのインタビューより 
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ある」という事業領域に基づき構築され、これを達成するためのツールという位置づけで

あることを考えれば当然、若者の幸福度の向上にも務める必要がある。当分の目標として

はどのように活動を周知していくかということではないだろうか。1 つは学校教育で GAH

の存在と理念を知ってもらい、GAHに関連する活動に参加してもらうという手があるだろ

う。また、地域コミュニティに関する取り組みとして高校生や大学生をボランティアやイ

ンターンシップという形で取り込んでいく試みも重要であると考える。幸福という概念が

多様な価値観のもと構築されているということを考えれば、区民だけではなく、区外の人

間やさまざまな世代の人が研究に参加し、異なる視点から議論を進めることは大いに意味

がある。 

	 GAHが区の現状を正確に捉え、その結果を区政に反映されるシステムが構築されるまで

には時間がかかるだろう。実際に効果が見えるようになるまでには何年もかかるかもしれ

ない。荒川区による GAHの研究はそのような成果が見えにくい中で、これからも進んでい

く。しかし、行政の無駄の軽減と意識改革による区と区民の協同が進めば GAHは必ず荒川

区を良い方向に導くだろうと私は考えている。 
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